
議案第７８号  

 

 令和元年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定

により、令和元年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の

意見書を付して議会の認定に付します。 

 

  令和２年９月１日 

 

           提出者  瑞穂町長   杉 浦 裕 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

健全化判断比率報告書 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、令和元年度

決算における健全化判断比率を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

（単位：％） 

 

実質赤字比率 

 

連結実質赤字比率 

 

実質公債費比率 

 

将来負担比率 

 

－ 

（１４．０３） 

 

－ 

（１９．０３） 

 

０．６ 

（２５．０） 

 

－ 

（３５０．０） 

 

備考：１ 括弧内は、瑞穂町における早期健全化基準（％）です。 

   ２ 本表中、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率は、マイナスの数値の

ため、「－」表示となっています。 

     参考数値として上記３比率の数値は、以下のとおりです。 

      実 質 赤 字 比 率：－ ３．７７％ 

      連結実質赤字比率 ：－ ６．３４％ 

      将 来 負 担 比 率：－ ６．２％ 



令和元年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算等審査意見書 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定により、令

和元年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算、基金運用状況を審査した結果、その

意見は次のとおりである。 

 

１ 審査対象 

 令和元年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算及び基金運用状況 

 

２ 審査期日 

 令和２年７月２８日（火）・２９日（水）・３０日（木） 

 

３ 審査の手続 

 審査にあたっては、町長より提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算総

括表、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調

書について、計数に過誤はないか、財政運営は健全か、予算執行は関係法令

に従って効率的になされているか等に着眼し、それぞれの関係帳簿及び証書

類との照合のほか、必要と認める審査の手続きにより審査を実施した。 

 

４ 審査の結果 

 審査に付された決算書類及び基金の運用状況を示す書類は、地方自治法、

会計諸規則等、法令に準じて作成されており、決算計数も関係帳簿、証書類

との照合をした結果、符合し、基金の運用状況とも正確で、内容も適正であ

ることを確認した。 

 

５ 決算の概要と総括意見 

 決算の状況は、決算書で示すように、歳入総額１６４億９，０４３万２，

５９１円、歳出総額１６１億４，２６１万５，６１４円で、歳入歳出差引残

額３億４，７８１万６，９７７円となり、翌年度へ繰り越す財源となってい

る。 

 なお、令和元年度は継続費逓次繰越額が１億４，４１５万２，０００円生

じたため、実質繰り越す財源は２億３６６万４，９７７円となる。 

 歳入の状況は、収入済額が１６４億９，０４３万２，５９１円で、前年度

と比較すると１１．２７％、金額にして１６億６，９６２万１，７０６円の

増であり、調定額１６６億６，０４５万９，２９０円に対する収入率は、９

８．９８％である。 

 収入済額全体の４０．８１％を占める町税の収納率は９７．５９％で、前

年度の９７．７２％より０．１３ポイントの減である。 



町税の不納欠損額は６９２万８，５５１円で、前年度と比較すると２６．

６０％の減である。今後も、滞納者に対しては、税負担の公平性の確保から

適正な滞納処分を行うとともに、滞納者の発生防止に努められたい。 

また、収入未済額は１億６，３５１万６，６４８円で、前年度と比較する

と６．５１％の増である。町税は、町の大きな財源であるため、今後も積極

的な納税指導や口座振替の推進、コンビニエンスストアでの納付等納税環境

をさらに強化し、収入未済の解消に向け、なお一層の努力を望む。 

歳出の状況は、支出済額が１６１億４，２６１万５，６１４円で、前年度

と比較すると１０．９２％、金額にして１５億８，９３３万６，０７４円の

増である。本年度の予算現額に対する執行率は９４．８４％で、翌年度繰越

額が５億７，６４５万２，０００円生じたので、不用額は３億１１１万４，

３８６円である。 

 決算額に占める主な科目の割合と事業内容は、民生費が全体の３２．４８％

を占め、社会福祉費では心身障害者福祉手当、介護給付費・訓練等給付費、

国民健康保険特別会計繰出金、介護保険特別会計繰出金及び後期高齢者医療

特別会計繰出金、児童福祉費では保育園児童運営委託料、町立保育園２園の

指定管理者委託料、児童手当等及び医療費給付費が主なものである。 

 次に総務費が２９．６５％を占め、総務管理費では、給料、職員手当等、

共済費の人件費、各基金積立金及び新庁舎建設工事が主なものである。 

 次に土木費が１２．０１％を占め、道路橋りょう費では、道路維持補修等

委託料、改修工事、舗装工事及び交通安全施設設置工事、都市計画費では、

殿ヶ谷土地区画整理組合助成金、駅西土地区画整理事業特別会計繰出金、下

水道事業特別会計繰出金、公園管理委託料、公園遊具等設置工事及びだれで

もトイレ等設置工事が主なものである。 

次に、衛生費が８．９７％を占め、保健衛生費では、福生病院組合運営負

担金、福生病院組合建設負担金、予防接種等委託料、健康診査等委託料及び

瑞穂斎場組合負担金、清掃費では、西多摩衛生組合分賦金、東京たま広域資

源循環組合負担金、地区別ごみ収集委託料及び運転業務委託料が主なもので

ある。 

 以下、教育費８．７７％、消防費４．０５％、公債費２．０４％の順であ

る。 

 

 

 

 

 

  



以上が決算の概要であるが、令和元年度の決算は、財源の確保が厳しい財

政状況の中、健全財政を維持し、事業の推進にあたっては、合理的かつ効率

的な行財政運営が行われたものと認められる。町の最上位計画である第４次

長期総合計画が令和２年度末に終了することに伴い、新たに第５次長期総合

計画を策定する必要があるため、基礎調査及び住民意識調査等の策定作業に

着手した。また、町行政委員会の委員、公共的団体等の役員及び公募による

住民などで組織された審議会や職員で組織する庁内策定委員会等も立ち上が

り、会議も開催された。住民意識調査の結果等、町民の意向を十分に踏まえ、

審議会等で議論を重ね、新たなまちづくりを推進するための計画となるよう

期待する。 

平成１２年３月に策定し、平成２６年３月に見直された都市計画マスター

プランの改定作業に着手した。上位計画である長期総合計画が策定中であり、

東京都都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の改定が予定されているた

め、改定後の計画等と整合を図るとともに、町の既成市街地を含め良好な道

路や緑地の整備を進め、安全で快適な生活環境の形成が図られる長期的な都

市づくりの基本方針となることを期待する。 

高齢者、障がい者の安心安全を図るため、震度５以上の揺れに反応し、電

気を遮断する感震ブレーカーが希望対象世帯に給付された。大地震による電

気火災を防止し、高齢者世帯、障がい者世帯の火災に対する不安解消の一助

となったことは評価できる。今後も高齢者や障がい者が、住み慣れた地域に

おいて安全かつ安心な暮らしを続けることができるよう積極的な施策の実施

を望む。 

建築後４５年以上が経過し、設備の老朽化が進んでいることや施設内外の

バリアフリーやユニバーサルデザインについても十分ではない図書館改修工

事の基本計画、基本設計及び実施設計業務に着手した。町の社会教育を支え

る施設の一つとして多くの町民に利用されてきた図書館であるが、社会の変

化や建物及び設備の老朽化が進み、施設と運営の両面で積極的な対応が求め

られている。誰もが気軽に訪れることができ、利用しやすい快適な施設とな

るとともに、住民に親しまれる図書館となることを強く望む。 

新庁舎建設については、平成２９年９月に契約がなされ工事に着手し、数

回の契約変更を経て、令和２年１月から新庁舎での業務が開始された。１月

の業務開始に向けて、各課の情報システム回線等の移設、什器の購入等必要

な作業を進め、年末年始にかけての事務室の移転作業は大変な苦労であった

ことが伺える。また、業務開始前後に庁舎内の免震層や災害対策本部等の内

覧会を実施し、庁舎の完成を心待ちにしていた住民に対し、庁舎内部の説明

を行ったことは評価できる。現在、旧庁舎の解体及び駐車場の整備など、工

事は最終段階を迎えている。引き続き、来庁者等の安全確保に努めるととも

に、適正な工事監理及び工程管理を行うことを強く望む。 



 最後に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断

比率の報告を７月２７日に受けたため、７月３０日の決算審査終了後、健全

化判断比率とその算定基礎事項について審査した結果、各指標の算出基礎資

料は適正に作成され、算出過程にも誤りがなく、全ての指標を分析した結果、

健全な財政運営が行われたものと認められる。 

 今後も、社会経済情勢や行政需要の変化に対応することが望まれる。また、

公共施設管理運営は、計画的な観点による管理運営を求める。 

引き続き町民の期待と信頼に応えられる健全な行財政運営の推進を望む。 

なお、令和元年度末に入って新型コロナウイルス感染症が急速に拡大し、

当該年度事業に影響が出ている。この状況はしばらく続くものと思われるが、

町長をはじめとする職員全員が一丸となってこの難局を乗り越えていただき

たい。 

 

 

令和２年８月１１日 

 

  瑞穂町長  杉 浦 裕 之  様 

 

               瑞穂町監査委員  村 山 隆 敏 

 

                  同     小 山 典 男 
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